







































































































































































































































































































































































































































































































































































































事業活動において三洋化成工業 [2018］は ｢産業事故防止や地震対策， ３Ｋ
改善など安全・
が5.7億円（名Ｔ
頁）と指摘し，
防災面への投資も積極的に行っています。 ……安全・防災投資
(名古屋工場の泡消火設備設置， 衣浦工場の地盤沈下対策など)］ (２７
図表l7のように開示している。
環境および安全・防災投資額（単位：億円）図表1７
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図表182017年度の環境および安全・防災投資の内訳
識::蕊i鑿i縄３
出所：三洋化成工業［2018」２７頁
また図表18に安全・
投資は2.65億円（5.7慌
防災投資の割合が示されており， これに基づくなら防災
(5.7億円×21.3％÷（21.3％＋24.5％）ということになる。
（２）保安防災活動（三洋化成工業［2018130頁）
①異常措置訓練，緊急時対応（例） 地域の他社工場や消防隊と連携訓練
②自然災害に対する緊急処置マニュアルの見直し (例）台風・暴風の緊急処置
③安全・技術教育センター（例）ＶＲによる安全教育
④地震対策（例）衛星電話等による連絡．会議の訓練，緊急地震速報活用訓練
⑤安全ＲＣ大会（例）年，回安全．ＲＣ大会開催
Ⅳ防災会計の発展可能性
本稿は，「防災会計」
を考察し，「防災会計」
にかかわる先行研究および実務での報告書の記載内容
という領域の学問的または実務的発展可能性を明らか
にすることを研究の目的と して検討してきた。 検討結果は以下の通りである（
「防災会計」の目白〈
せる効果（防災効果）
の目的とは，企業の防災投資（取り組み） が災害損失を軽減さ
により，適切な防災
企業が自発的に防災
を明らかにすることであった〔 これ より，
対策を行う企業が社会的に評価される仕組みを構築して，
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投資（取り組み）を行うよう促すことが「防災会計」創生の背景にあった．
野田・佐藤［2005a］では，「防災会計」の会計機能，担保すべき要件，構成
要素，課題など「防災会計」のフレームワークを提供した。現時点では。本論
文が学問的到達点といえる。
また実務での報告書の記載内容を考察すると，本稿で調査対象とした「防災
会計」に関する先W(的企業４社ともに防災活動について記載し防災投資額が
開示されていることがわかった。ただし「防災」と「安全」がグルーピング
されている現況にあり，また災害損失を軽減させる効果（防災効果）について
の開示はない現況にあることがわかった。今後は，防災会計と安全会計の関連
性や，対象期間・企業の範洲を広げて考察する必要があるといえる。
「防災会計」の発展可能性（今後の展開）について，野田［2005］は企業の
社会的責任に対する関心の高まりから，今後は社会的・環境的要素を考慮した
投資である社会的責任投融資の増加を予測し，防災会計を活用した評価指標の
未整備を考慮しつつも，長期的な視点から防災への取り組み（防災会計の確立）
が，今後は，企業価価のＩｉ１上に向けて大きな要因を占めることになると指摘し
ている（111頁)。
このような「防災会計」の発展可能性に関する野田［2005］の指摘に加え
研究の蓄積が必ずしも十分でないことや実務の開示データが限定的であること
などの現況が今後改善されるなら，「防災会計」の発展可能性が高まってくる
と推察できたことが本稿の貢献部分である。今後は，本稿で指摘した研究課題
をもとに研究を深化させたい。
[注］
公開範囲については「インターネット公開」をチェックして検索している。
検索結果は１０件であったが〆博士論文では直接的に触れた個所はなく，県公報
では「防災」と「会計」の間に線があったが並んでいたために検索結果として
出てきていたに過ぎず，図表２は上記２件を除いた記載となっている。
報告書では．防災投資・防災効果は一般的に定量化しにくいことを指摘するが，
一定のガイドラインの提示によって防災投資・防災効果が対外的に説明可能と
１
１
１
２
３）
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なることを指摘している。それゆえ報f1zr書において今後必要となる施策イメー
ジを「防災会計の考え方，標準的ガイドライン等の検討」としている。（企業と
防災に関する検討会議［200319頁)。
|玉|民に対する意見募集では「企業の防災対策の推進には，防災対策にどれだけ
の費用にどれだけの効果が予測されるかを示す防災会計のシステムとそれに対
する税制上の優遇制度が必要。また防災地震・台風・火災等に対してどの程
度の安全`性を確保あるいはリスクを保有しているかを示す「防災格付け」も有
効と思う「防災会計」や「防災格付け」も，単なる修繕や設備増強と防災投資
の線引きをきちんとすることが前提｡」という意見が寄せられた（民間と市場の
力を活かした防災力向上に関する専門調査会［2004131頁)。
企業会計原則の一般原則四に「明瞭性の原則」（企業会計は，財務諸表によって，
利害関係者に対し必要な会計事実を|ﾘ}暗に表示し，企業の状況に関する判断を
誤らせないようにしなければならない｡）が規定されている。
具体的な防災コストとして，企業が支出した防災関連費用（防災関連管理コス
ト，修繕費，ＢＣＰ作成費用防災関連研究費，従業員訓練費用等が含まれる｡)，
防災投資額を記載するよう指摘している（野'１１・佐藤［2005a]，６７頁)。
防災効果を把握するための指標として，ＢＣＰ関連（|E|標復旧時間・計画によっ
て訓練された従業員の割合)，長期的な観点からの指標（累積防災投資額)，指
数化した指標（防災投資比率＝防災投資額／全体投資額，建物面積あたりの防
災投資額＝防災投資額／建物面積，売上額あたり防災投資額＝防災投資額／売
上額)，人的被害の指標（発生確率と被害者数でリスクレベルを分け，リスクレ
ベルの低下で効果を判定）を指摘する（野|[1・佐藤［2005a１６７頁)。
防災への取り組みに対する経済効果は，取り組みを実施したことに伴う損害の
軽減額や支払保険料の減少などの合計額とし効果算定が難しい部分や地域経
済への波及など社会的な影響についても記載する必要があるが，日々目に見え
て対策の効果が実現するわけではないので，効果の測定が大きな問題となるこ
とを指摘する（野田・佐藤［2005a１６８頁)。
野田［2006］では，防災への取り組みを記述する企業として４社以外にＨ立
化成工業株式会社，ミレアグループをあげている（38頁)。また企業等の事業継
続・防災評価検討委員会［2007］では，防災会計等を開示する先進的な企業と
して中国電力株式会社・大成建設株式会社・帝人株式会社・三井化学株式会社
をあげている（33-36頁)。
デロイトトーマツサステナビリテイ株式会社による第三者保証を受けている。
デロイトトーマツサステナビリテイ株式会社による第三者保証を受けている。
帝人ホームページ（https://ｗｗｗ､teijin・cojp/csr/environment/disasterhtml）
帝人ホームページ（https://ｗｗｗ・teijin､cojp/csr/environment/disasterhtml）
４）
５）
６）
７）
８）
９）
１０）
11）
12）
13）
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